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表１ すでに改革が実施された事業数          （単位：事業） 



















経済部 10 4(0) 3(0) 0(0) 1(0) 8(1) 1(0) 
財政部 9 3(0) 0(0) 0(0) 1(0) 0(0) 0(0) 
交通部 5 1(0) 0(0) 0(0) 0(0) 2(0) 0(0) 
退輔会 28 0(0) 3(1) 11(0) 0(0) 0(0) 4(0) 
行政院直轄・他 4 － ― ― － ― ― 
省政府 33 8(0) 0(0) 0(0) － ― ― 
高雄市政府 2 1(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 
台北市政府 5 1(0) 0(0) 0(0) 1(0) 0(0) 0(0) 
新聞局 2 0(0) 0(0) 0(0) 1(0) 0(0) 0(0) 
(注)   1)（）内は資産分離後、合資で民営企業化された事業数。 






























 一連の作業の法的根拠とされたのは 1953 年に制定された「公営事業移転民営


























































































































































































18％の利子優待を要求したが、この交渉は決裂し、選挙直前の 3 月 11 日に「台
鉄労組はまだ陳水扁支持を表明していない」とホームページ上で主張した。 
 中華電信労組は民営化後の労働条件が確定するまでは政府保有株式売却をスト





                                                 
 最後に台電労組は、陳総統の「民営化が唯一の道とは考えていない」という言





















た。しかしながら、2004 年 4 月現在、なおも労働組合の反対によって改革は滞
り、陳水扁政権は新たに改革計画の全面的見直しの必要性に直面している。その


















































CEPD (Council for Economic Planning and Development). various years. 
Taiwan Statistical Data Book． 
